
 
 
 
 
 
１．はじめに 
 木曽川橋トラス斜材破断１）やミネアポリス橋

落橋事故２）等を契機に、道路施設や港湾施設等

の社会資本ストックの維持管理の重要性が再認

識され、構造物の長寿命化を目的とした技術開

発の必要性が強まっている。鋼橋をはじめとす

る鋼構造物の強度劣化原因の大半は腐食による

部材断面の減少と考えられるが、設計荷重に近

い繰り返し荷重が作用する構造物においては疲

労損傷も重要な耐久性阻害要因となる。そのた

め、点検では腐食と亀裂の存在が主要対象とな

る。 
 疲労損傷に関しては、点検により疲労亀裂が

検出された場合、亀裂の発生部位、亀裂形状・

寸法、部材応力状態等を勘案して補修・補強の

必要性およびその緊急性を敏速に判断する必要

がある。即ち、検出後次回点検までの供用に対

して亀裂の進展を想定したうえで、①延性破断、

②脆性破壊、について発生の可能性を検討し、

対策の緊急性を判断することになる。 
 一般的には、過去の損傷例からも図－１１）に

示すように②の破壊モードが先行することが多

いことから、脆性破壊発生限界亀裂寸法を推算

し、検出された亀裂寸法と比較することにより

補修補強までの猶予期間を求めることが必要と

なる。 
 本研究は、鋼材の靱性値の実績値をベースに

脆性破壊発生限界亀裂長の推算を行うことによ

り、点検時に検出された亀裂の許容限界寸法の

設定方法についての提案を行うものである。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
２．脆性破壊発生限界亀裂寸法 
 検出された疲労亀裂が部材の脆性破壊に移行

するか否かの判定には、新規製作構造物で検出

された溶接欠陥に対し、許容・非許容を判定す

る Engineering Critical Assessment;ECA４）の

手法と基本的には同じ手法を用いることができ

ると考えられる。ECA は、照査用部材応力（作

用）と使用鋼材の靱性値（抵抗）から破壊力学

の手法を用いて構造物供用後の荷重繰返し（疲

労）による欠陥の成長を考慮して判定するもの

で、これを点検時許容限界寸法の評価に適用す

る場合の評価手順を図－２に示す。 
 点検により亀裂が目視検出された場合、近接

可能な場合には亀裂の発生部位及び検出亀裂の

寸法、形状に関する情報が収集される。この検

出亀裂に関する情報を ECA における初期欠陥

情報と見做し、次回の点検までに繰返し荷重に

より進展（安定成長）し脆性破壊（不安定成長）

を生じないか否かを、使用鋼材・溶接部の靭性

値と部材応力の作用条件から脆性破壊発生亀裂

長を推算し判定するものである。 
 多数の鋼構造物に対する点検業務を想定する

場合、新規構造物の溶接欠陥に対する ECA の

適用とは異なり、使用鋼材・溶接部の靭性値が

不明なことが多く、これを調査した後判定する

のは緊急性と反する。そのため、予め種々の鋼

種ごとに代表値的な値を設定しておき、限界亀

裂寸法を示すことが有効と考えられる。 
３． 使用鋼材の破壊靱性値評価 
 一般的には使用鋼材の脆性破壊に対する抵抗

値として、JIS Z2202、JIS Z2242 に規定さ

れるシャルピー吸収エネルギー；vE が用いられ

る。シャルピー衝撃試験は、工業的小型試験方

法であることから、過去からのデータの蓄積が

多く、鋼材の延性－脆性遷移現象を能率よく捉

えることが可能である。しかし、ＥＣＡの基本

的考え方である破壊力学的な扱いにより不安定

破壊が開始する破壊靱性を決定するための直接 
的情報を与えない。ＥＣＡにおいて必要な材料 
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特性値の評価試験法はいわゆる破壊靭性試験で

ある。破壊靱性試験には、ＫＩＣ（平面ひずみ破

壊靱性）試験、CTOD（き裂開口変位）試験、

JIC試験、等があるがいずれも試験方法は複雑で

工業的に一般化されていないことから、過去の

実績データが少ないのが最大の欠点である。そ

のため、構造物に用いられた鋼材の靭性に関し

入手が容易な特性値であるシャルピー衝撃吸収

エネルギーを用いて限界亀裂寸法を推算できれ

ば大きなメリットとなると考えられる。 
 ここでは、過去の実績調査データがあるｖＥ

(T)を用いＫＩＣ値およびδＣ値に換算し評価用

破壊靱性値を得ることとした。 
 ｖＥ(T)から破壊靱性値を推定する換算手法は

WES3003５)及び WES2805６）に記載があるが、

使用温度が比較的低い場合を想定したものであ

ることから、ここでは、これらの換算式を関東

地方での実用的最低温度(T=-10℃程度)を勘案

して再整理し適用することとした。 
① 主に母材・・WES3003 
   δｃ(T)＝0.001×vE(T+ΔＴ)       （１） 
     ΔT＝133－0.125σＹＯ－6√ｔ  （２） 
② 多層溶接熱影響部（t/4, 2t/4, 3t/4 の位置に

おける平均シャルピー吸収エネルギーをﾍﾞｰｽ） 
δｃ(T)=αｖ[vＥ(T+ΔTM)/9.807]βｖ/σＹ(T) 
                   （３） 
  δ c(T) ： 温 度 T( ℃ ) に お け る CTOD                  

値(mm)、ｖＥ(T+ΔTM)：温度 T+Δ(℃)における

シャルピー吸収エネルギー(J)、 
  αｖ、βｖ：材料の降伏応力σＹＯの関数 
αｖ＝104.9－0.27σＹＯ σＹＯ≦353MPａ 
       9.807          σＹＯ>353MPａ（４） 
βｖ＝-0.54+4.64x10-3σＹＯ σＹＯ≦353MPａ 
       1.1              σＹＯ>353MP （５） 
ΔTM＝8－6√ｔ  ｔ≦75mm     （６） 
       －44     ｔ＞75mm 
σＹＯ：室温における材料の降伏応力あるいは 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0.2％耐力（MPa） ｔ：材料の板厚（mm） 
  WES2805 を用いた脆性破壊発生の可能性検

討では、評価用破壊靱性値として CTOD 試験に

より得られた限界 CTOD 値;δcを用いることが

推奨されている。ここでは、三木らの鋼製橋脚

を対象とした疲労亀裂の管理限界評価方法７）を

踏襲しＫＩＣ値を用いることとし、δc を（７）

を用いて評価用ＫＩＣ値として求めることとし

た。δcからＫ値の換算には、 
   δ=(1－ν２)Ｋ２／2E・σＹＯ       （７） 
なる関係を用いた。 
 図－３に、上記換算式の変換精度を検証する

ため、600MPa 級高張力鋼のδcの実績値とｖＥ

の実績データ８）から求めたδc 換算値をプロッ

トして示す。同図から、母材式（１）（×印）は

－６０℃以下の低温領域ではほぼ精度良く変換

できているが、それ以上の温度領域では過小な

変換値を与えることが分かる。同図には、元来

適用対象外ではあるが、多層溶接熱を無視して

準用した場合の変換δcをプロット（○印）して

示したが、比較的 CTOD 試験によるδcの下限

に近い値となることが分かる。ｖＥ(T=０℃)のデ

ータから使用最低温度；Ｔ＝－１０℃でのδｃ

の換算には WES2805 の多層溶接熱影響部に対

する換算式を準用する方が良い換算精度が得ら

れることが分る。 

 

図－２ ECA 手法に基づく脆性破壊発生限界亀裂長の推算手順 

図－３ δc の換算値と実測値 



図－４には、各種構造用鋼材のｖE データ９）を

換算式により変換した破壊靱性値；KIC の〔平

均値－２×標準偏差〕及びデータ最小値を示す。 

  
４． 検出疲労亀裂の評価モデル 
 理想的には、各種非破壊検査を含む詳細な損

傷状況の調査と原因究明を行った上で、対策の

緊急性を判断することが望ましいが、その作業

には多くの時間と費用を要する。そのため、疲

労損傷が目視で検出された場合、発生部位、亀

裂形状・寸法等の点検情報を基に、ある程度の

精度で損傷レベルを評価し対策の緊急性につい

て速やかに判断をすることが望まれる。接近目

視による点検では、亀裂の始点の位置に拘わら

す点検側の可視限界以上の表面亀裂長のみが評

価用亀裂モデルに関する情報となる。 
4.1 点検側に疲労亀裂の始点がある場合 
 点検側の溶接止端部等に始点をもつ疲労亀裂

は、板幅方向および板厚方向に低速で進展し、

板厚貫通した後に急速に進展速度を上げる。塗

膜上からの点検では亀裂長 20mm 以上で疲労

亀裂として認識可能と言われている１０）ことか

ら比較的厚肉のフランジでは表面亀裂の段階で

の脆性破壊の可能性は低いと考えられる。一方、

フランジ突合せ溶接の内部欠陥等、溶接内部傷

を始点とする疲労亀裂では、板厚貫通時点には

板幅方向にも進展が進むことから、検出時亀裂

長が点検限界長を大巾に超えて検出されること

がある。そのため、ここでは板厚貫通後の亀裂

を対象に、脆性破壊発生限界亀裂長を前記で求

めた破壊靱性値；ＫICと照査用応力；σＦを元に

推算し、対策を講じるまでの余裕期間の有無か

ら点検時許容限界亀裂長を求める。 
(1) 評価用破壊靱性値(図－４）に示す下限値を

参考に評価用ＫＩＣ値を以下のように設定する。 
ＫIC＝200MPa√m（SM400B）、 
    240MPa√m（SM490YB，SM520C）， 
  270MPa√m（SM570）      （８） 

(2) 評価用照査応力 
 ①σＦ＝σＹＯ … 亀裂検出から補修・補強

までの猶予期間内に地震により着目部材に降伏

応力が作用（生起確率は低い） 
 ②σＦ＝σａｌ … 亀裂検出から補修・補強

までの猶予期間内に使用鋼材の許容応力が作用 
 ③σＦ＝σｄ  … 通常の供用条件下 
(3) 評価用応力拡大係数 
 亀裂長；２ａの亀裂先端における応力拡大係

数；Ｋは次式で与えられる。 
 Ｋ＝Ｆｔ・σＦ・√（πａ） 
ここに、Ｆｔ；引張応力に対する形状補正係数 
 脆性破壊発生限界寸法；ａｃは、応力拡大係

数；Ｋが破壊靱性値；ＫIC に達した時とおくこ

とにより、下式で得られる。 
 ａｃ＝〔ＫIC／Ｆｔ・σＦ〕２／π   （９） 
  図－５には、1,100mm×76mm のフランジ

を有する大型鈑桁を対象に、フランジ首溶接か

ら発生した疲労亀裂を想定した板厚貫通亀裂を

例に、下式による亀裂進展解析結果を、亀裂長；

２ａとＫ値の関係として示す。 
   ａ＝∫Ｃ（ΔＫ）ｍｄＮ    （１０） 
ここに、 Ｎ；繰返し回数（回）、ΔＫ；応力拡

大係数変動範囲、Ｃ，ｍ；材料定数 
（９）式により脆性破壊の発生判定を行い、破

壊靱性値が高い最近の鋼材を用いた鋼構造物で

は、SM490 以上の高張力鋼において地震時想定

評価応力（σＦ＝σＹｏ）に対してのみ脆性破壊

の可能性があり、SM490Y 級鋼で２ａｃ＝

280mm、SM570 級鋼で２ａｃ＝220mm が点検

時限界亀裂長と推算された。 
 点検時に部材・部位ごとに使用鋼材の鋼種を

識別するのは煩雑であることから、限界亀裂長

の最小値をまるめ、２ａｃ＝200mm を緊急対策

を必要とする亀裂長、補修補強対策検討の必要

限界亀裂長として上記の半長２ａｃ
‘＝100mm、

さらにその半長２ａｃ
“＝50mm を要監視限界亀

裂長とすることが一方法と考えられる。 
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図－５ フランジ貫通亀裂の進展解析例と K 値

図－４ 各種構造用鋼の換算破壊靱性値；KIC



4.2 点検側に疲労亀裂の始点がない場合 
 道路橋上フランジの如く、その上面に床版が

設置される場合等は、上面の直接目視は不可能

となる。この場合には、上フランジ上面の付加

物溶接（スラブアンカー、スタッド等）に亀裂

の始点を有する疲労損傷では、亀裂がある程度

進展し板厚を貫通し下面に到達した時点で始め

て目視で検出されることになる。 
 そのため、ここでは目視で検出された時点で

の脆性破壊移行の可能性について検討し、目視

点検情報のみでの判断可否について検証した。 

 図－６には、連続桁中間支点上を想定した負

曲げモーメント領域での上フランジ上面付加物

（ズレ止め、等）取り付け溶接止端から発生す

る疲労亀裂の進展解析結果の一例を示す。負曲

げモーメント域では荷重の繰返しにともない板

厚方向・板幅方向にほぼ同速度で進展しほぼ半

円形に近い進展挙動となる。板厚を貫通、点検

側で検出した時点（フランジとウエブの首溶接

部に到達時）では、上面の表面亀裂長さは板厚

の 2.7 倍程度となる（板厚 78mm で２ａ＝

210mm）。図－７には、次回点検までの亀裂進

展に伴う K 値の増加曲線を示す。次回点検時に

は脆性破壊発生限界亀裂長に近い寸法となる可

能性が高いことから、当該損傷は検出時点で安

全をみて緊急対策を行うことが良いと考えられ

る。 

５． まとめ 
 点検時に検出された亀裂が次回点検までに脆

性破壊を発生しないことを条件とした ECA に

基づく点検時許容限界亀裂長の一つの設定方法

を提案した。しかし、ここで用いた破壊靱性値

の実績値は、比較的最近製造された靱性の高い

鋼材を用いた鋼構造物に関するものであること

から、製鋼法などを異にする旧い鋼材を使用し

た鋼構造物に対しては、別途破壊靱性値を求め

て本手法を適用する必要がある。 
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図－７ フランジ貫通後の疲労亀裂進展解析例 


